
健康保険法 変わります令和４年１月から順次
　給付は高齢者中心、負担は現役世代中心というこれまでの社会保障
の在り方を見直し、すべての世代で広く安心を支える 「全世代対応型
の社会保障制度」 を目指して、このほど健康保険法が改正されました。
　改正法は、令和４年１月より順次施行されます。

主な改正内容

健康保険法が変わります

①傷病手当金の支給期間の通算化

　現在、 傷病手当金の⽀給期間は、⽀給開始⽇から１年
６ヵ月以内とされ、 その間、 出勤により傷病手当金が不支
給の期間があっても、１年６ヵ月経過後は支給されない
こととなっています。しかし、 ⻑期間にわたり入退院を繰
り返しながら仕事と治療の両立を目指すケースが増えて
いることから、出勤に伴い不支給となった期間がある場
合、その分の期間を延長し、通算して１年６ヵ月まで傷
病手当金が支給されることとなりました。

傷病手当金：病気やけがで連続して３日以上仕事を休み給料が受けられないとき、４日目の休みから支給される手当金
改正後の傷病手当金
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　産科医療補償制度が見直され、掛金が 1.6 万円から 1.2 万円に引き下げられることになりました。しかし、出産育児
一時金は少子化対策としても重要であることから、総額はこれまでと同じ 42 万円に維持されます。

③任意継続被保険者制度の見直し②出産育児一時金・家族出産育児一時金の引き上げ

産科医療
補償制度

　産科医療補償制度は出産の際に、赤ちゃんが重度脳性マヒになった場合に補償が受けられる制度で、公益財団法人
日本医療機能評価機構が運営しています。この制度に加入する分娩機関（病院、診療所、助産所）が、出産育児一時金
から掛金を支払うため、妊婦さんご本人による制度への加入や掛金の支払いは必要ありません。
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③任意継続被保険者制度の見直し

任意脱退が可能に
　現在、 任意継続被保険者制度は一度加入すると最大２年間加入し続けることとなっています。これが、被保険者
の申請により、 資格喪失（任意脱退）を認めることとなりました。

任意継続被保険者制度： 健康保険の被保険者が、退職後も２年間は退職前の健康保険の被保険者になれる制度
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免除

育休期間14日

育休期間14日

育休期間３日

育休期間３日改
正
後

改
正
前

④育児休業期間中の保険料の免除要件の見直し

　現在、 月末時点で育休を取得している場合に当⽉の保
険料が免除される仕組みとなっています。これが、 短期
間の育休取得に対応し、 月末時点で復職していても、 そ
の月内に通算２週間以上の育休を取得した場合は、当月
の保険料が免除されることとなりました（右図）。
　また、賞与保険料は、１ヵ月超の育休取得者に限り、
免除対象とされることとなりました。

育児休業期間中の保険料免除：育児休業等を取得している期間は、 保険料負担の全額（賞与保険料を含む）が免除される
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